
出資法人等経営状況報告書

1 作成年月日及び担当部署

産業部 産業政策課

2 法人等|の概要

3 役員数

4 職員数

(単位 :人 )

有限会社 やまざくら

代表取締役 飯田 多津子

□ 常 勤   ■ 非常動 山 プロパー  国 市兼務  □ その他

新潟県上越市大島区大平3874番地 1

08.3%
｀
11,600千円

上越市の食料品等販売施謝
「大島やまざくら」の管理運営を通じ、若者を中心

とする人日流出による過疎化が進む大島区においてく生鮮食料品の販売を中心と

した営業を展開し、住民生活の不可便の向上を図る。

は,大島やまざくらの管理                  |
修)大島やまざくらの運営穀類(農産物、山菜、花井、食料品、清涼飲料水、日

用品雑貨、酒類及びたばこの販売)

0)移動販売車による食料品等の販売

0 2 2 2 0 0
′
０

1 1 1 0 0

0 3 3 0 0

(単位 Ⅲ人)



5 事業実績 (概要)

【第26期の経営状況】

‐第26期 (令和 4年度)の売上高は、前期と比較して908千円減 (1,6%の減)の 57,408千円

となりました。店舗では、周辺人日の減少による利用者数の減少に伴い売上高が 1,041千 円

減少した一方(移動販売では、客単イ面の上昇により売上高が99千円増加しました。

・売上原価は、前期と比較して842千円減の40,971千 円となりましたが、指定管理料を除く売

上高に占める売上原価は、前期と比較して 0.7%増の77.1%で した。

・「販売費及び一般管理費は、49千円減の 17,013千 円となりました。

。この結果、営業禾H益は△5'7千円、経常利益は△200千円と赤字となりましたが、エネルギー

価格等の高騰に対する市の各種補助金など特別利益が479千円あつたことから、当期純利益

は25千円を計上して9期連続の単年度黒字となりました。また、第26期末の純資産は 14,952

千円となりました。               P

【第26期の主な取組】

・前期に引き擁吉、生鮮食品等の廃葉ロスの削減等に取り組みましたも  生 ,
・移動販売では、利用者の需要に応じた仕入れに取り組み、客単価の向上を図りました。

【売上高の実績】(税抜) (単位 :千円)

※ 金額については、千円未満を四捨五入して表示しており、端数処理の関係上、決算書及び

計算結果と一致しない場合があります。

【利用者数の実績】 (単位 :人 )

42,160 42,29446,705 43,335

10,83510,679 10,736 11,130

4,245 4,279 4,2793,820

57,569 57,40861,204 58,316

34,34337,756 35,002 36,500

5,130 5,600 4,7315,407

42,100 39,97443,163 40,132

2



項  目

第 24期

自 令和 2年 4月 1日

至 令和 3年 3月 31日

第 25期

自 令和 3年 4月 1日

至 令和 4年 3月 31日

第 26期

自 令和 4年 4月 1日

至 令和 5年 3月 31日

損
益
計
算
書

売上高 61,204 58,316 57,408

売上原価 43 044 41,313 40,971

売上総利益 18,160 17,004 16,436

販売費及び

下般管理費
16,014 17,062 17,013

営業利益 2,146 △ 59 △ 577

営業外収益 843 825 377

営業外費用 1 2 1

経常利益 2,988 765 △ 200

特別利益 44 0 479

特別損失 0 0 0

税et前当期純利益 3,032 765 279

法人税等 870 304 253

当期純利益 2,162 461 25

項  目 令和 3年 3月 31日 現在 令和 4年 3月 31日 現在 令和 5年 3月 31日 現在

貸
借
対
照
表

資 産 18,170 17,842 17,689

負 債 3,704 2,915 2,737

純資産 14,466 14,927 14,952

11,600 11,600 11,600

2,866 3,327 3,352

0 0 0

6 財務状況 (税抜)

(単位 :千円)

※ 金額については、千円未満を四捨五入して表示してお り、端数処理の関係上、決算書及び計算結

果と一致 しない場合があります。
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ブ 市からの財政支出等

(1)委託額 (税込)

121 財政援助額 (税込)

a 市以外からの補助金 口助成金等

何)受給額 (税込)

(単位 :千円)

(単位 :千円)

(単位 :千円)

4,670 4,707①
大島やまざくら

指定管理料
4,202

0
令和 3年度をもちて施

設廃止
②

大島ゆきわり荘

施設維持管理業務委託料
462 462

4,664 5,132 4,707計

0 0 200

0 0 200

① 補助金 (助成金)

エネルギー価格高騰支援

金

② 貸付金 0 0 0

0 0③ 損失補償 0

0 0 0④ 債務保証

0 0 278

0 0 278

⑥ その他 (補填金)

エネルギー価格高騰補填

金

計 0 0 478

①

②

③

④

⑤

0 0 0計
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9 今後の経営計画等

(1)次期事業計画

第 27期は、売上高 57,919千 円、営業利益 3千円、当期純利益 40千円の計上による 10期連続

の単年度黒字を目標に次の取組を行います。

① お客様のニーズを把握し魅力的な品揃えを強化

・来店客数及び売上げの増加を図るため、地域住民とのコミュニケーションを強化し、希望が

ある商品を速やかにラインナップする。

。今までの企日食チェーンの商品だけではなく、地元住民でもある従業員自らが欲しいと感じ

る、新しい商品の仕入れを行い、新規顧客の獲得や来店の動機付けに取り組む。

② 接客力の強化、アピールカの強化

<店舗部門>

・介護施設への食材納入等、安定的な売上につながる顧客への販路拡大を図る。

・店内に手書きのPOP黒板を設置 したり、次回のおすすめ商品を記載 した手書きのチラシを

来店者に配布 したりして、魅力的な店づくりを行 う。

・国道通行者へのアピールを強化するため、現行の電光掲示板付き看板に加え、のばり旗の設

置等を行い、視語陛を高める。

・定期的にイベントを行い、売上アップや新規顧客獲得を目指す。

<移動販売部門>

・店舗までの移動手段のない高齢者や体の不自由な方に対するコミュニケーションの強化によ

り、希望する商品の受注等の利便性をPRすると同時に、戸別単位での見守 りを兼ねた細や

かなサービス提供を行 う。

・商工会の合併 (大浦安)を 一つの契機 として、大島区以外の地域における買い物弱者へのサー

ビス提供を検討する。

③ 業務効率化

・手作業の在庫管理ではなく、POSシステムに連動した在庫管理機能を活用することで、廃

棄ロスの削減に努める。

・経理業務の見直しによる業務効率化を図ると同時に、従業員が自ら経営改善に取り組む意識

を持つことで、全体的な経費の削減を図る。

【目標売上高】 (税抜 :単位 :千円)

期 店舗 移動販売 指定管理料 合計

第 27期 43,035 10,605 4,279 57,919

な し
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10 令和 5年度 経営状況の分析 日評価

(1)第ニセクター等の経営状況の分析 B評価のフローチヤー ト

※「第ニセクター等に対する関与方針」から抜粋

↓いいえ

↓いいえ

↓いいえ

|まい

→

|ま ヤヽ

→

は い

→

第ニセクタと等評価

委員会に見解を求め

る

債務超過に陥つている、又は、資本金の 50%を超え

る累積欠損金がある、若しくはそのおそれがあるか

3期連続の赤字であるか

法人の経営の持続可能性に懸念のある事項はある,か

現状では、当該法人の経営状況に問題 (課題)な し

経営状況に問題 (課題)な し 引き続き経営努力を行う

法人の経営の持続可能性に懸念がある

当期純利益が 3期連続の単年度赤字である

債務超過に陥つている、又は、
資本金の 50%を超える累積欠損金がある

経営健全化の可能性について、第ニセクタ
ー等評価委員会に見解を求める

A

【特記事項】

特になし

→ BからD評価の法人は121ベ
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第 26期有限会社やまざくら事業報告書

(令和 4年 4月 1月 ～令和 5年 3月 31日 )

総括

今期は、前期に引き続き新型コロナウイルス感染症により、地域経済にも少なからぬ悪

影響が及びました。また、不安定な社会情勢の中で、物価高騰も経済に大きな影響を与え

ました。一方で飲食製造業や生活必需品を販売する小売業においては、巣ごもり需要によ

り売上が計画以上に上がる企業も現れ、経営の能取 りの難しさを痛感させられた年でもあ

りました。

さて、当社を取 り巻く環境は、大島区の人口減少 と高齢化の加速に伴い厳 しさを増 して

おり、利用者数が前期比約 2.6%減少 し39,074人となりました。一方で、移動販売におい

て需要に応 じたサービス提供に取り組んだ結果、客単価の上昇が図られ、指定管理料を除

く売上高は 1,7%の減少に留まり、53,129千 円となりました。

売上高粗利益率については、廃棄ロスの削減等に政 り組んだものの、前期比で 0.6%悪化

しました。引き続き、無駄のない仕入れや適正な値付けに取り組むほか、高い利益を見込

める商品の販売促進により、利益率の向上を図る必要があります。

販売管理費は、49千 円減少 し、17,013千 円となりました。

以上の結果、売上総利益は、16,437千円 (計画比▲1,190千円、前期比▲567千 円)、 営

業利益は▲576千円 (計画比▲616千 円、前期比▲553千円)と なりました。

なお、今期はエネルギー価格等の高騰の影響により上越市より各種補助金の支給があつ

たことから、特別利益として 478千 円を計上したため、税引前当期純利益は 279千円 (計

画比▲59千円、前期比▲486千円)税引き後の当期純利益は、25千円となりました。

以下、部門別の決算について、ご報告いたします。

1.店舗部門

利用者数 34,343人 (前期比 98.1%)、 売上高 42,294千円 (前年度比 97.6%)で した

が、売上総利益 9,341千円 (前期比 93.7%)、 営業利益▲5,385千円 (前期比▲529千円)

でした。

利用者数や売上高は減少しているものの、一人当たり売上高は 1,232円 (前期比▲6

円)と前期並の水準を保つており、当施設の目的である大島区の買い物弱者支援に一定の

成果を挙げられたものと考えております。

2.移動販売部門

利用者数 4,731人 (前期比 92.2%)、 売上高 10,835千 円 (前期比 100.9%)、 売上総利益

2,817千 円 (前期比 100,9%)、 営業利益 529千円 (前期比▲24千円)で した。

こちらも利用者数は減少したものの、売上高及び一人当たり売上高は2,290円 (前期比

+197円 )と 向上しており、大島区の寅い物弱者にとつて必要不可欠のサービス提供を行っ

ていることが、地域住民の支持につながつているものと考えております。

7



ギ為

υ

第  26  期

機 癖 韓:欝 轄
和

和

令

令

４

　

５

年

年

月

月

４

　

８

1 日から

31 日まで

目 次

1.貸借対照表および損益計算等

2,株主資本等変動計算書

3.個別注記表

4.働定科目内,沢 明細書

所 在 地 新潟県上越市大島区大平 3874番 地 1

商 号  有限会社 やまざくら

代表者名 代表取締役 飯田多津子
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貸 借 対 照 表
代
表
者有限会社 やまざくら 代表 飯 田

令和 5年 3月 31日 現在
:円 )

揮

科 目 金 額 科 目 金 額

H固 定 負 債

負

　
　

　

払
払

流
買
未
未
未
預

”

債
金
金
等
等
金

部

　
　
　

税
税

の

負
掛
払

人
費

り

動
　
　

法

消

２

１ 849,585
305,591
253,400
319,300

9,091

736,96

H評 価 ・ 換 算 差 額 等

H新 株 予 約 権

の

資主

本 余

3.

(1)そ

不可

本

　

剰

本
金
　
金

株
資
　
資

金

金

金

余

余

余

剰
剰繰 越 利 益

１

益

界

可禾

益

他の
3

3
3

0

0

0

０
と

め
と
一
つ
る

０

０

０

14,952,102
11,600,000

II固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
建         物
工 具 、 器 具 及 び 備 品

産
権

資
入

定
力

固形
話

無
電

投 資 そ の 他 の 資 産
出   資   金
保    証    金
ジ サ イ ク ル 預 託 金

IH繰 延 資 産

資
費

入
券

資

の

び

掛

＞

産
金
金
産
月
金
等
金

部

　

預
　
　
　
　
　
当

産

動
及
　
卸
払
収
品

資

　

金
　
　
　
　
　
倒

流
現
売
棚
前
未
商
貸 △

(

0

10,609,37

7,079,695

０

０

４

４

４

４

!

6,997,540
61,000

6,930,000
6,540

8,043,631
385,311

2,145,107
12,486
と5,345
11,500
4,006

5,703
12

5,71

畠
TKC
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損 益 計 算 書 4 か
有限会社 やまざくら

日 )

科 目

57,407,808 57,407,808

948‐ 533
41,099,763

146

478,604

500

1

0 0

90
100

377,045

296
478,308

253.432
278,676
2a患な.432

価
高
高

計
高

益

原
節

入
　
卸

利

棚
仕

　
棚

総

上
首
品
　

末

上

売
期
商

合
期

売

費
費

失

理
理

管
管

般
般

損

一
一

び

び
及
及
業

費
費

発
売

販
販

営

Ｉ

益
息
金

入

収
　
当

不

外
　
配
収

業
取

取

V営 業 外 費 用
雑    損    失

経 常 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税

売

売

上

上

高

高

月

月

損

損

失

失

5

男l,

男

―

益

営
受
受
雑

Ⅳ

側
特
貸
特

Ⅵ 益
額
益

入

利
戻

利

金当

Ⅶ 特
特

当  期  純 2康互痙

q

鍵
10
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有限会社 やまざくら
株 主資本等 変動計算書

|

(単位 :円 )

株

資
主 資  本

本   金
当期首残高
当翔変動額

当期末残高

11,600,000

2.利 益 剰 余 金

(1)そ の他利益剰 余金

繰 越 利 益 剰 余 金
当翔首残高
当期変動額
当期純利益

当期末残高

・        θ
ll,69仏 OOoi

3,326,858

25,244 =2且i2生生

その他利益剰余金合計
当翔首残高
当鶏変動額
当期純和J益

当夕』未残高

3,326,858

!::::::::::::::::iii:::iii::::ili!i:!::iilllilと 与i
株 主 資 本 合 計

当期首残高

当期変動額
当期純利益

当期末残高

14,926,858

25.244

H 評価・換算差額等
当朗首残高

当期変動額

当期末残高

０

０

Ⅲ 新 株 予 約 権
当期首残高
当期変動額

当期末残高

0

0

の

当期首残高
当期変動額

当期純利益

当期末残高

14,926,858

25,2軽 i

駕

鍵
Y20430
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|

個 別 注 記 表
有限会社 やまざくら

で

<l

I.こ の計算書類は、「中小企業の会計に関する基本要領」によって作成しています。

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記

1.棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法による原価法を採用しております。

2.固定資産の減価償却方法

(1)有形固定資産

定額法又は旧定額法を採用しております。
ただし、平成15年4月 1日 以後に取得した取得価額30万 円未満の資産については、取得時に費用処理 して
お ります。

(2)無形固定資産

定額法を採用 しております。
ただし、自卒上不ll用 のソフトウェアについては、社内における利用期間 (5年)に基づく窟額法を採用し
ております。

(3)長期前払費用

期間均等償却を採用 しております。

3,引 当金の計上基準

(1)貸櫻l引 当金

債権の貸倒損失に備えるため、平去人税法に規定する法定繰入率により計算した回収不能見込額を計上し
ております。

4.消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

酎.貸借対照表等に関する注記

1,有形固定資産の主政価償却累計額

Ⅳ.株主資本等変動計算書に関する注記

1.発行済株式総数

V.―株当たり情報に関する注記

1,一株当たり純資産額は、64,443.71円 であります。

9,034,185円

232株

2.一株当たり当期純利益は、108.8と円であります。

以  上

品
TKC

Y20430
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有限会社 やまざくら

販売費及び一般管理費の計算内訳
|

4 4

くl

(単位 :阿 )

(単位 :円 )

棚 卸 資 産 の 計 算 内 訳

令和 5年 3月 31日 現在

建

目 額

費
料
酬
与
与
費
費
費
料
賃
費
費
費
費
課
金
費
料
費
費
費
費
菟

報・賞給脚■的ス家催脚坤辮４付韓購綿両会議弾

員
料
　
定
　
価

．
代

　
期
信
道
税
　
待
　
醐
　
　
　

境

役
給
雄
法
厚
減

，
地
修
事
通
水
租
寄
接
保
備
車
諸
会
乗

送
払

発
支

・４６

２６３

０００

８０４

９２３

５７４

５６３

８４９

８９６

０００

５００

２２８

６８３

５５０

５‐２

０００

４９８

７３０

２５３

７
，

６７５
，

‐２０
，

２４０
，

６８５
，

８６５
，

‐８６
，
２
，

５． ８
，

２４
，

‐６２
，

９０
，

‐６２
，

４９５
，

２．
，
５
，
３
，

４４
，

２７８
，

１

１

５

２

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

２

41 626

674,034
79,500
2,976

393,379

・
ュ
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1費 警爵熊義およ渉擾盤 ヨL卜 算1善 あ輝羞 B電1魏 碁

144 5 3.31) (金 額 単 位 :円 )

有 限 会 社  や ま ざ く ら

資 本金 お よび 準備 金 の増 減 明細 書

区 全 1期 首現在高 当期 増 加 高 当 期 減 少 高 期 末 現 在 高 備 考

資 本 金 11,600,000 11,600,000

:利 益 準 備 金 |

別 途 積 立 金 }

固 定 資 産 の 取 得 お よび 処 分 の 明 糸出書

区 分 期 首 現 在 額 当期 取 得 .額 当期 除 却 額
.減

価 償 却 額 期 末 現 在 額

建 物 付 属 設 備 8,SS2 2,849 5,703

工 具 器 具 備 品 12 12

| ヽ

14



型

有限会社 やまざくら
3期 比 較 財 務 諸 表

千円、千円未満切 り

(注)「黒宇企業平均」の数値は、「TKC経営指標 倫和 4年版)」 における同業黒宇企業   51件 の平均値です。
また、その分類水準は、嬢 で、参照業種名
なお、分類水準が中分類の場合は、近接の異業種

は、中 壷贔小売叢 (従業者 50人未満) (5699)
を含んだ数値となっています。

15

0
●T●
TKC

項 目
2年  4月 から
3年 3月 まで1帯成比

3年

4年

4月 か
3月 ま

ら

比

4年

5年

4月 から  そБ)

3月 まで1糖戚比
女寸 'ヒ

(B/A)
黒 宇 企 業 平 均

令和 4年版 構成比

貸
　
　
　
借
　
　
　
対

昭
卜
　

　

　

表

流 動 資 産 ユ 63.7 11.00 61,7 10,609 60,0 96.4 45,121 47.6
当 座 資 産 9.532 52.5 8,669 48.6 47.6 97.2 33.1

現 ィ遊預 金 ) 9,181 50.5 8、 33 46.7 8,043 45,5 96.5 38 26.8
上 ) 350 1.9 337 1.9 381 2,2 113.1 3,53C 3.7

棚  卸 1.949 10.7 2,017 11,3 1 12,1 106.3 8.423 8.9
の 88 0.5 318 1.8 39 0.2 12.4 5,317 5,6

固 定 資 産 6.5 36.3 61836 38。 3 7.079 40,0 103!6 49.501 52,3
11 0.1 0,0 0,0 66.7 39.0 41.3

無形固定資産 ,投資 6.587 36.3 38,3 7 0 40,0 103.6 10.422 11.0
:延 資 産 0 0.0 0 0.0 0 0.0 71 0.1

総   資   羅 18,169 100.0 17,841 100.0 17 1 100,0 99。 1 94,694 100,0
3,703 20.4 2.915 16.3 2,73G 15.5 93,9 26,704 21.9

(買 入 債 務 ) 1,973 10,9 と,939 10,9 1,849 10.5 95,4 2,862 3.0
短 期 旨入金 ) 0 0.0 0 0.0 0 0.0 4.62 4,9

手 形 ) 0 0.0 0 0,0 0 0,0
定 0 0.0 0 0.0 0 0.0 35.157 37.1

(長 期借入金等) 0 0.0 C 0,0 0 0.0 27,144 28.7
純   資   産 14.46℃ 79.6 83.7 14,952 84.5 100.2 38,832 41.0

本 14,46C 79.6 33.7 14,952 84.5 100.2 38,832 41.0
評価差額姿新株予約権 0 0.0 0 0,0 C 0,0

損

益

計

算

善

純 売 上 高 61、 203 100.0 31 100,0 57.407 100.0 98.4 74.313 100.0
43,043 70,3 41.312 70.8 40,971 71,4 99!2 87,81電 50.9

売 上 総 利 益 181159 29.7 17,003 29,2 16,436 28.6 96.7 36,499 49,1
販売費 ,一般管理費 16,013 26.2 17,062 29.3 17,013 29.6 99,7 36,00G 48.5

販   売  ! 1,773 2,9 1.756 3,0 1,813 3.2 103.2 9,695 13.0
― 駿 管 理 費 14,240 23,3 15,305 26.2 151200 26.5 99,3 26,31( 35.4
(役 員 報 酬 ) 1`250 2,0 1,310 2,2 1,120 2.0 8545 5,598 7.5
(役員外販管人件費) S,060 13,2 9.525 16.3 8j978 15.6 94.3 12,117 16.3
(減価償却費⑥ ) 2 0.0 2 0.0 2 010 100.0 2.032 2.7

駕  利  益 2.146 3.5 -58 -576 492 0.7
営  ; :外 収 益 843 1.4 824 1.4 377 0,7 45.7 5,324 7.2

(受取利ィg,,配 当令) 0 0.0 0 0.0 0 0.0 95.0 266 014
用 1 0.0 1 0.0 0 0.0 30.5 528 0,7

(支払利`g、割引料) 0 0.0 0 0.0 0 0.0 395 0.5
経  常  利  益 21988 4.9 764 注.S -199 5,288 7.1
特  別  す員 益 43 0.1 0 0.0 478 0,8 417 0.6
税 引 前 当ナ

'視
純 利 益 3,031 5,0 764 1.3 278 0,5 86.4 5,706 7,7

(滅価償却費計①■①l 2 0.0 2 0.0 0,0 100,0 2,049 2.8

売

上

原
価

内

訳
書

声し 上 原 価 43,043 70,3 41,312 70,8 401971 71,4 99.2 37,814 50,9
商 品 売 上 原 価 43,04〔 70.3 41,312 70,8 40,971 71.4 99.2 371015 49,8
製 品 売 上 原 ‖ 0 0,0 C 0,0 0 0,0 798 1.1

材  料  費 0 0,0 0 0.0 0 0,0 13乏 0.2
労   影 「 0 0.0 0 0,0 C 0.0 4を 0,6
外 注 加 工 費 0 0.0 0 0,0 C 0,0 59 011
減 0 0,C 0 0,0 0 0,0 17 0.0
そ の 他 の 経 蓼 0 0.0 0 0.0 0 0,0 183 0.2
(△)棚 卸 高増減 C 0,0 0 0.0 0 0,0 0.0

付
　
加

価

値

計

算

善

軒1売  上 高 61,203 337.0 58,316 343,0 571407 349,3 98,4 74,313 200,8
商 品 売 上 原 価 43.043 237,0 41,312 243.0 40,971 249,3 99,2 37,015 100,0
材   料   ヨ 0 0,0 0 0,0 0 0,0 129 0,4
外 注 加 工 学 C 0.0 0 0,0 0 0.0 59 0.2
工 場 消 | 毛 品 ! 0 0.0 0 0.0 0 0,0 92 0,2
加 工 高 (粗 利乞 18,159 100,0 17,003 100,0 16.43C 100,0 96.7 37,01C 100,0

) %) 29,7 ＼ 29,2
―
＼ 28、 G ＼ 98.2 49,g ＼

工 B生 産 2.563 ＼ 11981
~卜

｀
｀

ヽ
、

、 _ 2,167 ＼ 109.4 4,735 ＼
人   件   費 91310 51.3 10,835 63,7 10,098 61,4 93.2 18,172 49,1

労   務   費 0 0,0 0 0.0 0 0.0 452 1,2
給 料 手 当 8,541 47.0 9,780 57.5 9,046 55,0 92.5 15,797 42.7
福 利 厚 生 : 769 義,9 1,05E 6.2 11052 6.4 99.7 1.923 5,2

Y20430 です。



3期 比 較 経 営 分 析 表
有限会社 やまざくら 令和  5年  3 月 31日 現在

q

●

●To
TKC

目 3年  3 ] 44干 3 ](A} 5年 3月 (B〕 差 異 (B― A)

(入 } 7.1 8.6 7.( -1.0 88.3 7.〔

耳又

益

性

分

析

|

-013 -3 II -2.9
1紹 ←羅常利益率 | |.4 4.3 -1 -5 `

5.セ
篠 : 21,( 5.1 1,| 36.4 4

4盗 寺占ぶ園`鉄率 | 3,3 3.2 O.| 1  99_3
ぶ 資 本 | 108.` 11.7 112,t 0.8 100.7

69,( 68,9 67.5 -1.ィ 97.9 1

現金 i預金 日
―

54Ⅲ 8 H 51_I -1,C 98.1 7
1日 ) 2,1

18 珊
1 17.留

日 0.3 -1.7貯 38.2
固定・繊廷要産|日 , 39.4 42,8 45,0 2.2 105.2

「形固定資産 0,I 0.1 0. 0,G 67.8 191.8
:動 負 催 22.1 18.2 7 -0,8 95,4 10117
買 入 便 務 |日 11.8 12.1 11,8 -0.ィ 96,9 14, 1

日 16.8 17. 1 -0 7 95 9 28.0
0.0 0.0 0,0 0,0 172.7

ヨ 己 資 本 日 86.3 93.4 95.1 1,6 101.8 19
-0,1 -1.0 -0,9 0.7

9 -0,3 -1.7 7.1
率 29.7 29.2 2816 -0.5 98.2 49.1

0,0 0,0 0.0 0.0 0,2
0,0 0,0 0,0 O,0 0.6

'卜
柱理工賢

C/o) 0.0 00 0,0 0.0 0,1
経   費 %) 0,0 0,0 0.0 0.0 2

局

貯

i景
,一段管理受| 26.2 29,3 29,6 0,4 101,3 48.5

版管入作贄 | %) 15,2 18.6 17.6 -1,0 94,7 23.8

率
「業外収益 (% 1.4 1.4 0.7 -0.8 46.5 7.2
茸業 外 費 用 (( 0 0,0 0.0 0.0 31.0

0,0 0,0 0,0 0.5

生

産

性

分

析

人讐 り売上高(年 ) 8 6.794 7`5 77C 111.4 .506
二 兆 |%) 29. 29,2 28.6 -0. 98.2 49.1

1 0こ踊
'霊

職撻,t子

'|

2 21167 186 109.4 4、 735
1 〕人件資‐t年). 1,314 1.262 1,331 69 105.5 323

3 63.7 61.4 -2.3 96.4
1 2.332 253 112.2 12|.113
1 1 0 0 0 75.5 4 996

工 驚備生産性 | 159,1] 〕 1 198.547.4 287.602.5 89,055,1 14419
1 42B -26 -115 676

安

全

性

分

析

流 動 比 率(%) 312,4 377.5 387.6 101 10217 217.9
全   ナヒ   雪M 25 4 297.4 307 10,4 103,5 6
1借入と ,こ攀 75,乏

0.0 0.0 0,0 00 5.1
45.6 45.[ 47,3 1.6 103.4 127,7

固 , ]長 45.61 45.8 47.3 1.6 103.4 ( 7.0
I己 霊本 比 率 6 83.7 84.5 0,9 101.0 4: 0

105.3 101 98.9 -2.3 97.7 110.4
冥 質 金 利 率 %,

債
務
償
運
能
力

/ 0.0 0,| 0.0 0,0 81.8
篇 己 黄 本 幕

‐
14 14 14,952 25 100,2 3〔 ,832

0,0
｀
0.0 0.0 0.0

インタンスト1カパレッン.ンン方( 音) 7.748. 19
2.149 -55 -573 -518 2

99.7 98,4 3.2 103 3 7
B4 争4 1 -2.223 -964 1,258

損
益
分
岐
点
分
析

1点 売上高(単ミti 1 5τ 58.106 2,411 104,3 61

16.5 4.5 -1,2 -5.7 14.3
i。′

`ユ

29,7 28.6 -0.5 98.2
目 , : 費 (午〉 (i 「1 16.239 16,636 397 02.4 03

6 102.Z -4,6 95.7 13.7
ロ
ー
カ
ル
ベ
ン
チ
マ
ー
ク

荒 上 l胃 刀口 率 %) -0,3 -4,7 -1.6 3.2 -3.3
11  益  率 ( -0.1 -1.0 -0,9 7

302 -6 -76 -69 63
E患 1lbA: 0,0 0.0 0.0 OC b

月 ) 0,1 0,1 0,1 0 165.3 1

1己 ホ 貶 撃 (苺 と3。 1 84.5 0 91 01.0 4
Y20430
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(

3期比較キャッシュ・フロー計算害
有限会社 やまざくら

(単位 :千円、千円未満切 り捨て)

注 :貸借対照表上の「現金及び預金」とキャッシュ・フロー計算書上の 「現金及び現金同等物Jと の調整は以下の通 りです。

(注 )キ ャッシュ・フロー計算書は会社法上の計算書類ではありませんが、参考資料として出力しています。

17
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●T●
TKC

項 目 名
2年  4月 から

3年 3月 まで

3年 4月 から

4年 3月 まで

4年 4月 から

5年 3月 まで

I

営

業

活

動

に

よ

る

キ

ヤ

ツ

シ

フ

|

税 引 1 3.031 764 278

滅 及

価 び

償 引

却 当

費 金

減価償却費 2 2 2 2
貸倒引当金の増減額 3 ユ 0 0
賞与引当金の増減額 4 0 十 0
退職給付引当金の増減額 5 0 0 0
その他の引当金の増減額 6 0 0 0

損
益
項
目
の
調
整

受取利虐、及び受取配当金 7 0 0 0
支払利罵、等 8 0 0 0
為替差損益 9 0 0 0
固定資産等売却益 10 0 0 0
固定資産等除売却・評価損 11 0 0 0

営 産
業 及
活 び
助 負
任 償
係 の
る 増
資 減

売上債権の増減額 -78 13 -43

1梶l卸資産の増減額 13 -28 -68 -127

住八債務の増減額 14 86 -34 -89

未払消費税等の増減額 15 55 -81 -142
割引手形等の増減各頁 16 0 0 0
その他の流動資産・負債等の増減額 17 295 98 -51

13

19 -43

役員 与 の 20 0 0 0
/1ヽ 3,320 695 -173

夕9 0 0 0
利痘、等の支払額 0 0 0

`'4
Z(つ 43

法人税等の支払額 26 -76 -1、 304 130
ッシ ュ・ フ ロー 27 3.288 -609 -4乏

II

投 キ

資 ヤ

活 ツ

動 シ

に ユ

よ・

る フ

I

の による 出 28 0 0 0

る 29 0 0 0
定資 る 30 0 0 0

による耳又入 31 0 0 0
の取得に 32 0 0 0

よ る 33 0 0 0
|す による 出 34 0 0 0
金 の る 35 0 0 0

の 86 -240 -240 -246
に ヤ ツシ ユ・ フ ロー 37 -240 -240 -2461

Ⅲ

財 キ
務 ャ
活 ッ
動 シ
に ュ
よ ・

る フ

|

モlR 0 0 0
ス・ による支出 39 0 0 0

長期借 金等の イこ る ミHテ -126 0 0
による収入 41 0 0 0

資本金等の増減額 0 0 0

43 0 O 0
その他の麿l定負 0 0 0

|こ る キ シ ュ・ フ ロー -126 0 0
び現金 に る 46 0 0 0

V 47 2.922 -349 -288
及び現金同 9,181 2

の 0 0 0

9,181 8,332 31043

項 目 名 3年 3月 31日 4年 3月 31日 5年 3月 31日
質借対照表上の 1現金及び預金」 (1) 9,181 8i332 8,043
資金に該当しない「預金」 (2) 0 0 0
預入期間が 3か月を超える定期預金 (3) 0 0 0
有価証券のうち、資金に加算した金額 (4) 0 0 0
現金及び現金同等物 (1-2-3+4) 9,181 8,332 8,043

Y20430



第 27期有限会社やまざくら事業計画書

(令和 5年 4月 1日 ～令和 6年 3月 31日 )

主な営業地域である大島区内の高齢化に伴 う人口減少により、利用者の減少が進行 して

お り、大島やまざくらを取 り巻く環境は厳 しさを増 している状況にあります。大島区内の

人口減少は今後も進んでいくため、これまでの顧客に頼った営業では、いずれ経営が行き

詰まることとなります。一方で、同業他社との価格競争を行 うことでの生き残 りは、自社

の体力を奪うことになり、糸陛続 し、安定的な経営を行 うことができないものと考えます。

当社は 「お客様のニーズを把握 し魅力的な品揃えを強化」「接客力の強化、アピールカの

強化」「業務効率化」の 3つに取組むことが、今後の経営のポイン トであると考えています。

「お客様のニーズを把握 し魅力的な品揃えを強化」

。来店客数及び売上げの増加を図るため、地域住民とのコミュニケーションを強化し、

希望がある商品を速やかにラインナップする。

。今までの全日食チェーンの商品だけではなく、地元住民でもある従業員自らが欲しい

と感じる、新しい商品の仕入れを行い、新規顧客の獲得や来店の動機付けに取り組む。

「接客力の強化、アピールカの強化」

<サ吉舎甫吉呂門>

・介護施設への食材納入等、安定的な売上につながる顧客への販路拡大を図る。

・店内に手書きの POP黒板を設置 したり、次回のおすすめ商品を記載した手書きのチラ

シを来店者に配布 した りして、魅力的な店づくりを行 う。

・国道通行者へのアピールを強化するため、現行の電光掲示板付き看板に加え、のば り

旗の設置等を行い、視認性を高める。

・定期的にイベン トを行い、売上アップや新規顧客獲得を目指す。

<移動販売部門>

・店舗までの移動手段のない高齢者や体の不自由な方に対するコミュニケーションの強

化により、希望する商品の受注等の利便性をPRす ると同時に、戸別単位での見守 りを

兼ねた細やかなサービス提供を行 う。

・商工会の合併(大浦安)を一つの契機 として、大島区以外の地域における買い物弱者への

サービス提供を検討する。

r業務効率化」

。手作業の在庫管理ではなく、POSシステムに連動した在庫管理機能の活用することで、

廃棄ロスの削減に努める。

・経理業務の見直しによる業務効率化を図る同時に、従業員が自ら経営改善に取り組む

意識を持つことで、全体的な経費の削減を図る。

上記の取組により、令和 5年度は売上高 57,919千円、 営業利益 3千円を目標とし、

地域や地域以外にも親しまれるスーパーとして、役職員一同で取り組んで参ります。
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科 目 合計 委託料 店舗部門 移動販売部門 摘 要

10,605
店舗 :(不 J用者数33,100人 +600人)X平均単価11277円

移動 :l不 J用者数4,600人 +450人)X平均単価2,100円
売上    ① 53,640 43,035

社長 :80千円X12か月=960千 円  取締役 15千円k12か月=

監事 :5千円X12か月・ 60千円

指定管理料41279千 円 (税抜)

店舗 177%、 移動 :74%

その他売上 ②

原価   ①

役員報酬

４

．
２７９

一

４０
，

９８５

一

・

，
０８０

４
，

２７〇

一

一

一

３３

，

‐３７

一

・
‐
０８０

社員 51240 4,640 600

副店長 :(160千円■副店長手当8千円)X12ヶ 月 =2,124千 円

社員 :(163千 円■受発注責任着手当6子円)X12ヶ 月 =2,028千 円 (う ち移動販売600千 円)

賞与1月 X2人 =400千 円 時間外688千円

11566 11200 店舗1,565千 円、移動11200千 円パート 2,76ら

法定福利 865 865 店舗健康保険2人、厚生保険2人、雇用保険

2

0

店舗 :■退共166千 円、健康診断20千円、研修費10千円、移動2千円厚生費

旅費

1ヽ88

鰯
ｏ

Ⅷ

広告宣伝費 124 30 94 ポイント還元 (店鋪 :0千 円、移動 :94千 田)、 チラシ (30千円)

蓉器包装費 8 B 0

0発送配達費

リース 468 468 0 複合機 :162千 円、HITほか :306千 円

手数料 1,645 1,645 0 運営・指導費等(全日食):915千 円、税理士費用
'730千

円

0滅価償却費 2 2

24 24 0 垂F使局ワゴンでの販売 (12千 甲X2筒所)地代家資

保守料130千 円、器具修繕30千円修構費 生60 160 0

86 86 0事務用消耗費

通信茶通費 162 162 0 電話料金、インターネッ ト、その他

2,586 21586 0 店舗 :電気量21535千 円、ガス2千円X12か月=24千円、水道26千 円水道光熱費

会議費
′

2 2 0

1 1 0接待交際賞

保険料 44 36 8 店節 :賠俊保険20千円、火災共済16千円、移動 :賭使保険8千円

221 211 10 店舗 :販促消耗品211千円、移動 :10千由備品消耗品費

車両費 600 24 576 店締 :ガソリン24千円、移動 :ガッリン488千円、自動車共済88千円

78 78 戯課金30千円、商ェ会費ほか48千円諸会費

環境衛生資 433 433 0 浄化槽100千 円、廃葉物処理費18千 円X12か月‐216千円、清掃117千円

150 150 0 除雪費145千 円、その他S千円ほか雑費

337 0 337 0 自動販売機ほか229千円雑収入

受取利息 0 0 0 0

支払利息 0 0 0 0

(有)やまざくら 第27期 (令和5年度) 事業計画書 (収支計画書)

(単位 :千円)

令和2年度 令和S年度

37 351002

5r130 41731
区の人口減少による減は避けられないものの、利用者数確保の努力を行う。

1,238 1,232店鋪

移動販売 2,093
る害単価の維持向上を図る。

利用者数及び客単価
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監 査 報 告 書

私は、令和 4年 4月 1日 から令和 5年 3月 31日 までの第 26期事業年度
の当該事業年度に係る計算書類 (貸借紺照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書、個別注記表、及びその附属明細書)そ の他会計に関する一切の証憑
・帳簿及び関係書類を監査いたしました。

監査結果

計算書類及びその附属明細書の監査結果

計算書類及びその附属明細書は、会社 の財産及び損益の状況をすべ て重

要な点において適正 に表示 しているものと認 めます。

以  上

令和 5年 5月 11日

有限会社 やまざくら

缶胎 途軸監 査 役
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